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の調査からⅰ) 被災者を畳敷きの本堂や会館等の屋内空間に収容ⅱ) 平常時から保有していたお供え物・乾物・仏飯

米を調理し被災者に提供ⅲ) 毛布、常設トイレ、和蝋燭など、避難生活を支える物資の提供や設備の貸出しを実施、

ⅳ) 飲料可能な井戸水を提供し、周辺の防災拠点と井戸水を共有ⅴ) 廊下の壁等の幅の広い壁面を活用し収集した災

害情報を掲示ⅵ) 平常時から密接な関係を築いていた周辺住民、町内会、行政役員への運営協力を依頼が必要である

ことが考えられる。また、同じく東日本大震災時に首都圏である東京都港区芝公園において檀信徒や近隣の企業職

員が境内に避難させた経験のある「増上寺」の事例をヒアリング調査しⅶ) 周囲の帰宅困難者への呼びかけⅷ) 本堂

の講堂と会館を開放し収容空間として提供ⅸ) 災害情報の収集及び提供が可能であったことが分かった。 
2. 京都市によって1981年6月以降に竣工された建物は耐震性が担保されているものと見なし、一時滞在施設指定の耐震

基準を満たすものとしている。 
3. 2019年12月23日京都市行財政局京都市行財政局防災危機管理室（地域防災推進担当）でのヒアリング調査により、

帰宅困難者用の補助食料は1食当たり180kcalのビスケットである事が明らかとなった。 
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１．研究の背景・目的 

 

最近、パリのノートルダム大聖堂や那覇市の首里城のように、文化遺産が災害によって喪失する悲惨な事

例が見られる。これに先立ち、立命館大学歴史都市防災研究所は、一早く文化遺産の防災に関する研究を始

めた1)。本論文で取り上げる重要伝統的建造物群保存地区（以下、重伝建地区）は、都市の固有性や住民の

心の拠り所、観光産業の基盤となる貴重な文化遺産であり、建造物単体のみならず面的な歴史保全を通じて、

その効用を最大化している。そのなか、重伝建地区の防災は、その地区の持続可能性の確保のために不可欠
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である。近年、防災の重要性は、災害発生頻度の増加に伴い、世界的にますます認識されている。阪神・淡

路大震災や東日本大震災、気候変動による洪水の多発化を経験している日本では、内閣府主導で「国土強靱

化」を目指し、防災の取組みが加速している。この取組みのなか、「公助」には限界があることが指摘され

るようになり、2014年度「防災白書」では「共助」が強調されるなど2)、地域コミュニティの防災力の向上

が重要視されてきている3)4)。また、文化遺産の防災に関して、2012年のユネスコ世界遺産条約40周年記念最

終会合での採択文書「The Kyoto Vision」では、その保全のために周辺の地域コミュニティの連携の必要性

が強調された5)。このなか、日本では、基礎自治体が重伝建地区を対象とする地区防災計画を策定するケー

スが増えている。例として、兵庫県内では、神戸市の北野町山本通重要伝統的建造物群保存地区防災計画

（平成24年策定）、丹波篠山市での篠山伝統的建造物群保存地区防災計画（平成17年策定）などが挙げられ

る。これらの地区防災計画の実効性を担保するためには、地域コミュニティの持続可能性は不可欠である。 

しかし、人口減少・高齢化に伴い、孤立する高齢者単身世帯の増加、消防団・自主防災組織での構成員の

減少、自治会加入率の低下、小学校の統廃合などによって、地域コミュニティが弱体化し、災害に対する社

会的脆弱性が高まることが指摘されている6)。人口減少・高齢化での都市ガバナンスの視点から、「新しい

コミュニティのあり方に関する研究会」（総務省設置）では、都市縮小期には地域協働の基本的な仕組みが

存在しない「地域協働の空洞化」を避け、多様な主体の協働によって新しい「公共」を形成していくための

「地域協働体」の重要性が指摘されている7)。人口減少・高齢化が顕著な地方である兵庫県北部の豊岡市の

場合、人口は2010年の8.6万人から2040年には5.8万人、高齢化率は2010年の28％から2040年には42％になる

と予測されている8)。特に、重伝建地区の場合、都市更新が起こりにくく、人口減少・高齢化の影響を強く

受ける傾向にあり、その持続可能性が課題となっている9)。例えば、修景や観光振興には効果があるが、転

入者の増加には繋がっておらず、移住・定住促進の困難さや空き家の増加が指摘されている10)。縮小都市研

究では、地域コミュニティの変容やそれに対する政策的対応に関する研究の重要性が高くなってきているな

か11)12)、その歴史文化資産の保全に対する地域コミュニティのあり方に関する研究は少ない13)。このなか、

伝建地区に関するコミュニティ防災のあり方は、今後の人口減少・高齢化の進展を鑑みた新たなモデルが模

索されるべきであろう。そこで、本論文では、兵庫県豊岡市の出石伝統的建造物群保存地区（以下、出石伝

建地区）を対象とし、人口や就業・通勤の動向変化、将来人口予測、アンケートによる防災意識・行動調査

を通じて、今後のコミュニティ防災の新しいモデル構築のための考察を行った。なお、本論文では、現状分

析のみならず、将来予測を用いているため予測精度などの問題があるが、内閣府や国土交通省などでは早期

に政策立案・実施するために積極的に予測を活用することを促進するなか14)、今後の伝建地区に関するコミ

ュニティ防災のあり方に関する一つの知見を得るために有意義と考えた。 

 

２．将来人口推計を用いた全国重伝建地区の将来状況把握と出石伝建地区の相対的位置 

 

出石伝建地区を一つのモデルとして取り扱うことの妥当性について検討する。2020 年 12 月 23 日時点で、

全国には 101 市町村で 123 地区（合計面積約 3,987.8ha）の重伝建地区がある。ここでは、国土交通省の国土

数値情報ダウンロードサービスから利用できる重伝建地区と 500m メッシュ別将来推計人口（平成 30 年国土

政策局推計）の GIS データを用いた（なお、加賀東谷重伝建地区は、500m メッシュが存在しないために除

外されている）。重伝建地区の重心から 500m 圏に対し、面積按分によって既存人口規模（2015 年）と将来

人口変化率（2015→2045 年）・高齢化率（2045 年）の関係性を分析 

した。ここでは、予測精度などの誤差があるものの、全国の重伝建

地区の大まかな将来状況把握のために取りえる方法として採用した。

なお、高齢者の一般的な徒歩圏は半径 500m とされ、これを国土交

通省は「高齢者徒歩圏」としている。 

 

(1) 将来人口変化率（2015→2045 年）・将来高齢化率（2045 年）の 

種別のばらつき具合 

まず、林・内田（2015）の武家町、商家町、港町、山村集落、宿

場町、産業町、寺社町、茶屋町の８種別を用い 15)、種別の人口変化

率（2015→2045 年）・高齢化率（2045 年）のばらつき具合を箱ひげ 

武家町：武家町・城下町 

商家町：商家町・在郷町 

港町：港町 

山村集落：山村集落・島の農村集落・山村集落・漁村集落・船主集落・養蚕集落） 

宿場町：宿場町・講中宿 

産業町：鉱山町・製織町・製塩町・製磁町・製織町・漆工町・醸造町・鋳物師町 

茶屋町：茶屋町 

寺社町：門前町・社家町・寺内町・里坊群・寺町 

図１ 将来人口変化率・将来高齢化率の 

種別のばらつき具合（500m 圏内） 
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図で示す（図 1 参照）。出石伝建地区は武家町に分類されるが、武家町タイプは、他の種別に比べてばら

つき具合が少なく（将来人口変化率：60％前後、将来高齢化率：50％前後）、出石伝建地区を武家町の一

つのモデルとして扱うことに支障が少ないと考えられる。なお、種別の特徴として、茶屋町・寺社町タイ

プは他の種別に比べて人口減少・高齢化の影響が少なく、山村集落タイプはばらつき具合が大きい。 

 

(2) 既存人口規模（2015年）と将来人口変化率（2015→2045年）・将来高齢化率（2045年）の関係 

図２に示すように、既存人口規模が大きい場合、人口減少の度合いが小さいが、500ｍ圏既存人口規模

が 2,000 人程度を超えた重伝建地区では、その人口規模以下の重伝建地区に比べて人口の落ち込みは大き

くない。なお、大都市圏の重伝建地区は、人口を維持しやすい。都市の人口規模が小さい場合は将来人口

減少率が大きいことが指摘され 14)、重伝建地区では、500ｍ圏既存人口規模が 1,000 人程度を下回ると、人

口減少・高齢化の加速が懸念される。また、図３に示すように、既存人口規模が小さい場合ほど高齢化が

進む可能性が高い。豊岡市の出石伝建地区は、将来人口変化率・高齢化率の近似曲線上に近く、500m 圏既

存人口規模が 2,000 人を切って約 1,580 人（人口密度：約 20.1 人/ha）で人口減少・高齢化に直面している。

都市縮小期の武家町タイプの重伝建地区でのコミュニティ防災のモデル検討として、出石伝建地区の分析

は意義があると考えられる。ここで、出石伝建地区の 500m 圏人口密度 20.1 人/ha は、後述の出石伝建地域

の 24.5 人/ha より低いが、500m 圏の南側の山地の影響がある。なお、今後、種別の特徴分析が必要である。 
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図３ 全国の重伝建地区での既存人口規模（2015 年）と将来高齢化率（2045 年）の関係（500m 圏内） 
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図２ 全国の重伝建地区での既存人口規模（2015 年）と将来人口変化率（2015→2045 年）の関係（500m 圏内） 
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である。近年、防災の重要性は、災害発生頻度の増加に伴い、世界的にますます認識されている。阪神・淡

路大震災や東日本大震災、気候変動による洪水の多発化を経験している日本では、内閣府主導で「国土強靱

化」を目指し、防災の取組みが加速している。この取組みのなか、「公助」には限界があることが指摘され

るようになり、2014年度「防災白書」では「共助」が強調されるなど2)、地域コミュニティの防災力の向上

が重要視されてきている3)4)。また、文化遺産の防災に関して、2012年のユネスコ世界遺産条約40周年記念最

終会合での採択文書「The Kyoto Vision」では、その保全のために周辺の地域コミュニティの連携の必要性

が強調された5)。このなか、日本では、基礎自治体が重伝建地区を対象とする地区防災計画を策定するケー

スが増えている。例として、兵庫県内では、神戸市の北野町山本通重要伝統的建造物群保存地区防災計画

（平成24年策定）、丹波篠山市での篠山伝統的建造物群保存地区防災計画（平成17年策定）などが挙げられ

る。これらの地区防災計画の実効性を担保するためには、地域コミュニティの持続可能性は不可欠である。 

しかし、人口減少・高齢化に伴い、孤立する高齢者単身世帯の増加、消防団・自主防災組織での構成員の

減少、自治会加入率の低下、小学校の統廃合などによって、地域コミュニティが弱体化し、災害に対する社

会的脆弱性が高まることが指摘されている6)。人口減少・高齢化での都市ガバナンスの視点から、「新しい

コミュニティのあり方に関する研究会」（総務省設置）では、都市縮小期には地域協働の基本的な仕組みが

存在しない「地域協働の空洞化」を避け、多様な主体の協働によって新しい「公共」を形成していくための

「地域協働体」の重要性が指摘されている7)。人口減少・高齢化が顕著な地方である兵庫県北部の豊岡市の

場合、人口は2010年の8.6万人から2040年には5.8万人、高齢化率は2010年の28％から2040年には42％になる

と予測されている8)。特に、重伝建地区の場合、都市更新が起こりにくく、人口減少・高齢化の影響を強く

受ける傾向にあり、その持続可能性が課題となっている9)。例えば、修景や観光振興には効果があるが、転

入者の増加には繋がっておらず、移住・定住促進の困難さや空き家の増加が指摘されている10)。縮小都市研

究では、地域コミュニティの変容やそれに対する政策的対応に関する研究の重要性が高くなってきているな

か11)12)、その歴史文化資産の保全に対する地域コミュニティのあり方に関する研究は少ない13)。このなか、

伝建地区に関するコミュニティ防災のあり方は、今後の人口減少・高齢化の進展を鑑みた新たなモデルが模

索されるべきであろう。そこで、本論文では、兵庫県豊岡市の出石伝統的建造物群保存地区（以下、出石伝

建地区）を対象とし、人口や就業・通勤の動向変化、将来人口予測、アンケートによる防災意識・行動調査

を通じて、今後のコミュニティ防災の新しいモデル構築のための考察を行った。なお、本論文では、現状分

析のみならず、将来予測を用いているため予測精度などの問題があるが、内閣府や国土交通省などでは早期

に政策立案・実施するために積極的に予測を活用することを促進するなか14)、今後の伝建地区に関するコミ

ュニティ防災のあり方に関する一つの知見を得るために有意義と考えた。 

 

２．将来人口推計を用いた全国重伝建地区の将来状況把握と出石伝建地区の相対的位置 

 

出石伝建地区を一つのモデルとして取り扱うことの妥当性について検討する。2020 年 12 月 23 日時点で、

全国には 101 市町村で 123 地区（合計面積約 3,987.8ha）の重伝建地区がある。ここでは、国土交通省の国土

数値情報ダウンロードサービスから利用できる重伝建地区と 500m メッシュ別将来推計人口（平成 30 年国土

政策局推計）の GIS データを用いた（なお、加賀東谷重伝建地区は、500m メッシュが存在しないために除

外されている）。重伝建地区の重心から 500m 圏に対し、面積按分によって既存人口規模（2015 年）と将来

人口変化率（2015→2045 年）・高齢化率（2045 年）の関係性を分析 

した。ここでは、予測精度などの誤差があるものの、全国の重伝建

地区の大まかな将来状況把握のために取りえる方法として採用した。

なお、高齢者の一般的な徒歩圏は半径 500m とされ、これを国土交

通省は「高齢者徒歩圏」としている。 

 

(1) 将来人口変化率（2015→2045 年）・将来高齢化率（2045 年）の 

種別のばらつき具合 

まず、林・内田（2015）の武家町、商家町、港町、山村集落、宿

場町、産業町、寺社町、茶屋町の８種別を用い 15)、種別の人口変化

率（2015→2045 年）・高齢化率（2045 年）のばらつき具合を箱ひげ 

武家町：武家町・城下町 

商家町：商家町・在郷町 

港町：港町 

山村集落：山村集落・島の農村集落・山村集落・漁村集落・船主集落・養蚕集落） 

宿場町：宿場町・講中宿 

産業町：鉱山町・製織町・製塩町・製磁町・製織町・漆工町・醸造町・鋳物師町 

茶屋町：茶屋町 

寺社町：門前町・社家町・寺内町・里坊群・寺町 

図１ 将来人口変化率・将来高齢化率の 

種別のばらつき具合（500m 圏内） 
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図で示す（図 1 参照）。出石伝建地区は武家町に分類されるが、武家町タイプは、他の種別に比べてばら

つき具合が少なく（将来人口変化率：60％前後、将来高齢化率：50％前後）、出石伝建地区を武家町の一

つのモデルとして扱うことに支障が少ないと考えられる。なお、種別の特徴として、茶屋町・寺社町タイ

プは他の種別に比べて人口減少・高齢化の影響が少なく、山村集落タイプはばらつき具合が大きい。 

 

(2) 既存人口規模（2015年）と将来人口変化率（2015→2045年）・将来高齢化率（2045年）の関係 

図２に示すように、既存人口規模が大きい場合、人口減少の度合いが小さいが、500ｍ圏既存人口規模

が 2,000 人程度を超えた重伝建地区では、その人口規模以下の重伝建地区に比べて人口の落ち込みは大き

くない。なお、大都市圏の重伝建地区は、人口を維持しやすい。都市の人口規模が小さい場合は将来人口

減少率が大きいことが指摘され 14)、重伝建地区では、500ｍ圏既存人口規模が 1,000 人程度を下回ると、人

口減少・高齢化の加速が懸念される。また、図３に示すように、既存人口規模が小さい場合ほど高齢化が

進む可能性が高い。豊岡市の出石伝建地区は、将来人口変化率・高齢化率の近似曲線上に近く、500m 圏既

存人口規模が 2,000 人を切って約 1,580 人（人口密度：約 20.1 人/ha）で人口減少・高齢化に直面している。

都市縮小期の武家町タイプの重伝建地区でのコミュニティ防災のモデル検討として、出石伝建地区の分析

は意義があると考えられる。ここで、出石伝建地区の 500m 圏人口密度 20.1 人/ha は、後述の出石伝建地域

の 24.5 人/ha より低いが、500m 圏の南側の山地の影響がある。なお、今後、種別の特徴分析が必要である。 
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３．出石伝建地区の動向変化及び将来人口予測からみた社会的脆弱性と課題の把握 

 

(1)人口・就業・通勤の動向変化からみた社会的脆弱性の高まり 

伝建地区とその隣接地区（両方を合わせて伝建地域と呼ぶ）の人口動向を分析した。伝建地区は材木・魚

屋・内町・八木・本町・宵田・田結庄、隣接地区は東條・寺町・小人・柳・川原の国勢調査の行政区別の結

果を用いた。宵田は、隣接地区に跨る部分が大きいが、ここでは伝建地区に含める。 

a) 人口減少している伝建地区と人口増加している一部の隣接地区 

概して、伝建地区と隣接地区では人口減少が続いており、2005年から2015年では、伝建地区の人口は77人

（985→908人）、隣接地区の人口は55人（2,451→2,396人）の減少となった（図４参照）。この人口減少は、

自然増減と社会増減によるものであるが、近年、出生率の低下や高齢者の死亡数の増加による自然減ととも

に、転出超過という社会減が続いている。しかし、隣接地区では新興住宅地の建設もあり、東條と川原では、

それぞれ14人、56人の増加となった。 

b) 高齢化が進む伝建地区 

高齢化が進展しており、2010年から2015年では、伝

建地区では平均年齢は49.7歳から52.9歳となり、隣接地

区では平均年齢は43.0歳から45.4歳となった（図５参

照）。隣接地区では、伝建地区よりも、高齢化率は低

く、高齢化の速度は遅い。なお、2015年での年齢構成

は、伝建地区では若年人口10.9％、生産年齢人口51.0％、

老年人口38.8％であり、隣接地区ではそれぞれ15.9％、

58.4％、25.5％である。伝建地区では、2005年から2015

年では、老年人口割合の増加（32.9→37.8％）、生産年

齢人口割合の減少（56.0→51.0％）が顕著である。 

c) 転出超過が進む伝建地区 

伝建地区・隣接地区ともに転出超過が続いている。

今後、地域活性化のために転入数を増加させる必要が

あるため、転入状況をみると、2010年から2015年では、

伝建地区で141人、隣接地区で685人の転入があった

（図６参照）。伝建地区は、相対的に転入数は少ない。 

さらに広域的な視点でみると、豊岡市全体では、豊

岡地域・出石地域・城崎地域といった拠点性の高い地

域への転入が大きい。しかし、豊岡市出石町は、広域

的な人口移動による転入が相対的に少ない。豊岡市城

崎町では、2010～2015年での転入数582人のうち、「自

市区町村内から」が54.5％、「県内他市区町村から」が

16.3%、「他県から」が21.8%、「国外から」が1.0%で

ある。それに対して、伝建地区では、それぞれ48.2％、

7.1％、15.6％、26.2％であり、隣接地区は58.7％、

12.1％、14.5％、8.5％である。なお、この伝建地区の

「国外から」は、外国人技能実習生が隣接地区の宵田

の一部に転入していることが影響している。そのため、

伝建地区の積極的な保全を通じて、伝建地域への広域

的な人口移動による転入を増加させることが重要と考

えられる。特に、豊岡市が着目している高校・専門学

校・大学への進学で豊岡市を離れた若者のＵターンや

周辺地域からのＩ・Ｊターン、核家族化による世帯数

の増加による豊岡市内の人口移動による転入の受け皿

として勘案した伝建地域の活性化が必要と考えられる。 

図４ 出石伝建地域での人口変化（2005→2015 年） 

図５ 出石伝建地域での年齢構成（2015 年） 

図６ 出石伝建地域での転入人口（2010→2015 年） 
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d) 就業動向の変化と伝建地域外へ向かう通勤 

2015年の国勢調査によると、伝建地区は、隣接地区に比べて就業者のうち「自宅で従業」している割合が

高い（伝建地区：29.6％、隣接地区：11.3％）。また、「自宅以外の自市区町村で就業」は、伝建地区は

62.8％、隣接地区は76.7％であり、「他市区町村で就業」は、伝建地区は7.2％、隣接地区は11.7％である。

そのため、隣接地区は、伝建地区に比べて外側に通勤している傾向が強い。2005年から2015年の変化では、

「自宅で従業」の割合は、伝建地区は36.5％から29.6％、隣接地区は14.5％から11.3％に減少しており、両地

区ともに伝建地域外への通勤割合が増加していることが伺える。2000年から2010年の通勤交通モードの変化

は、「徒歩だけ」の割合は、伝建地区は20.9％から14.6％、隣接地区は13.2％から12.5％に減少した。伝建地

区は、「自家用車」での通勤は、2005年が61.4％、2015年が62.2％でさほど変化がないが、「自転車」での

通勤が16.1％から19.8％に増えており、伝建地区から近いエリアに通勤する傾向の強まりが伺える。隣接地

区では「自家用車」での通勤が66.6％から71.7％に増え、より遠方への通勤割合が増えていると考えられる。 

豊岡市では、業種別の従業者数は、2001 年から 2014年では、医療・福祉業の増加率が最も高く、1,584人

から5,407人へと約3.41倍となっている16)。同時に、2001 年から 2014年では、製造業、宿泊・飲食サービス

業、卸売･小売業は、8,370人から6,757人へと約0.81倍、6,250人から5,988人へと約0.96倍、10,839人から8,295

人へと約0.77倍となっており、衰退傾向にある16)。高齢化に伴う医療・福祉業への産業構造の変化が顕著で

あるが、医療・福祉施設は伝建地域外に多く立地しており、外側への通勤のその影響もあると考えられる。

これは、平日の就業時間帯での地域コミュニティの防災力を低下させると懸念される。なお、従業者数は、

人口減少・高齢化の影響が強い伝建地区は、2005年の524人（就業率：53.2%）から2015年の500人（55.1%）

と減少し、隣接地区は2005年の1,227人（50.1%）から2015年の1,345人（56.1%）と増加している。そのため、

伝建地区での雇用創出力の向上とともに、伝建地区と隣接地区、伝建地域とその地域外の経済的・社会的な

繋がりの強化の必要性が示唆される。同時に、就業地での防災ネットワーク構築の重要性を啓発し、日頃か

ら広域的な人的ネットワークの形成を促進すべきと考えられる。 

 

(2) 将来人口予測からみたさらに高まる社会的脆弱性と課題の把握 

現況でも伺える社会的脆弱性は、将来さらに高まることを示すために、伝建地区と隣接地区を対象地域と

し、2015～2045年までの将来人口推計を行った（なお、宵田は、上節の現況動向分析ではデータ制約のため

に行政区別データを用いていたが、ここでは大字別データを用いており、より伝建地区に近い）。表１に人

口推計手法とシナリオ、図７に推計結果（人口・高齢化率〔65歳以上〕）を示す。 

 

表 1 人口推計手法とシナリオ 

人人口口推推計計手手法法 コーホート要因法 

伝伝建建地地区区 材木・魚屋・内町・八木・本町・宵田（大字）・田結庄 

現現状状維維持持シシナナリリオオ 「豊岡市人口ビジョン」の基準推計で採用された仮定値 

政政策策実実施施シシナナリリオオ 「豊岡市人口ビジョン」のパターン④（基準推計＋政策目標1・2の達成）で採用された仮定値 

・政策目標1: 2035年までに合計特殊出生率を2.3人に引き上げる（出生率引き上げ） 

・政策目標2: 2025年までに回復率を50%に引き上げる（若年層〔20歳代〕の転入促進） 

利利用用デデーータタ 平成27年国勢調査、平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査、 

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所〔平成30年推計〕）、平成20〜平成
24年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

伝伝建建地地域域 伝建地区・隣接地区（東條・寺町・小人・柳・川原） 

現現状状維維持持シシナナリリオオ 『豊岡市人口ビジョン』の基準推計で採用された仮定値、仮定値を豊岡市と出石伝建地域（伝健
地区＋隣接地区）の実績値で按分した値 

利利用用デデーータタ 平成12〜平成27年国勢調査、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所〔平成
30年推計〕）、平成20〜平成24年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

 

a) 伝建地区で顕著に進むことが予測される人口減少 

伝建地区の人口は、現状維持・政策実施シナリオともに2045年には50%程度まで減少し、両シナリオの

間での減少率には2045年には約4%（前者：51.3%、後者：55.5%）の差が見込まれる（図７参照）。なお、

上述した500m圏での約60％と一定程度整合性が取れている（図１参照）。両シナリオともに伝建地区は隣

接地区より人口減少の進行が早い。現状維持シナリオでは、人口密度は、2015年から2045年にかけて、伝

建地区（面積：23.1ha）では29.8人/haから15.3人/ha、伝建地域では24.5人/haから17.4人/haに減少する。 
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３．出石伝建地区の動向変化及び将来人口予測からみた社会的脆弱性と課題の把握 

 

(1)人口・就業・通勤の動向変化からみた社会的脆弱性の高まり 

伝建地区とその隣接地区（両方を合わせて伝建地域と呼ぶ）の人口動向を分析した。伝建地区は材木・魚
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果を用いた。宵田は、隣接地区に跨る部分が大きいが、ここでは伝建地区に含める。 

a) 人口減少している伝建地区と人口増加している一部の隣接地区 

概して、伝建地区と隣接地区では人口減少が続いており、2005年から2015年では、伝建地区の人口は77人

（985→908人）、隣接地区の人口は55人（2,451→2,396人）の減少となった（図４参照）。この人口減少は、

自然増減と社会増減によるものであるが、近年、出生率の低下や高齢者の死亡数の増加による自然減ととも

に、転出超過という社会減が続いている。しかし、隣接地区では新興住宅地の建設もあり、東條と川原では、

それぞれ14人、56人の増加となった。 

b) 高齢化が進む伝建地区 

高齢化が進展しており、2010年から2015年では、伝

建地区では平均年齢は49.7歳から52.9歳となり、隣接地

区では平均年齢は43.0歳から45.4歳となった（図５参

照）。隣接地区では、伝建地区よりも、高齢化率は低

く、高齢化の速度は遅い。なお、2015年での年齢構成

は、伝建地区では若年人口10.9％、生産年齢人口51.0％、

老年人口38.8％であり、隣接地区ではそれぞれ15.9％、

58.4％、25.5％である。伝建地区では、2005年から2015

年では、老年人口割合の増加（32.9→37.8％）、生産年

齢人口割合の減少（56.0→51.0％）が顕著である。 

c) 転出超過が進む伝建地区 

伝建地区・隣接地区ともに転出超過が続いている。

今後、地域活性化のために転入数を増加させる必要が

あるため、転入状況をみると、2010年から2015年では、

伝建地区で141人、隣接地区で685人の転入があった

（図６参照）。伝建地区は、相対的に転入数は少ない。 

さらに広域的な視点でみると、豊岡市全体では、豊

岡地域・出石地域・城崎地域といった拠点性の高い地

域への転入が大きい。しかし、豊岡市出石町は、広域

的な人口移動による転入が相対的に少ない。豊岡市城

崎町では、2010～2015年での転入数582人のうち、「自

市区町村内から」が54.5％、「県内他市区町村から」が

16.3%、「他県から」が21.8%、「国外から」が1.0%で

ある。それに対して、伝建地区では、それぞれ48.2％、

7.1％、15.6％、26.2％であり、隣接地区は58.7％、

12.1％、14.5％、8.5％である。なお、この伝建地区の

「国外から」は、外国人技能実習生が隣接地区の宵田

の一部に転入していることが影響している。そのため、

伝建地区の積極的な保全を通じて、伝建地域への広域

的な人口移動による転入を増加させることが重要と考

えられる。特に、豊岡市が着目している高校・専門学

校・大学への進学で豊岡市を離れた若者のＵターンや

周辺地域からのＩ・Ｊターン、核家族化による世帯数

の増加による豊岡市内の人口移動による転入の受け皿

として勘案した伝建地域の活性化が必要と考えられる。 

図４ 出石伝建地域での人口変化（2005→2015 年） 

図５ 出石伝建地域での年齢構成（2015 年） 

図６ 出石伝建地域での転入人口（2010→2015 年） 

550000mm 圏圏  

550000mm 圏圏  

550000mm 圏圏  

5 

d) 就業動向の変化と伝建地域外へ向かう通勤 

2015年の国勢調査によると、伝建地区は、隣接地区に比べて就業者のうち「自宅で従業」している割合が

高い（伝建地区：29.6％、隣接地区：11.3％）。また、「自宅以外の自市区町村で就業」は、伝建地区は

62.8％、隣接地区は76.7％であり、「他市区町村で就業」は、伝建地区は7.2％、隣接地区は11.7％である。

そのため、隣接地区は、伝建地区に比べて外側に通勤している傾向が強い。2005年から2015年の変化では、

「自宅で従業」の割合は、伝建地区は36.5％から29.6％、隣接地区は14.5％から11.3％に減少しており、両地

区ともに伝建地域外への通勤割合が増加していることが伺える。2000年から2010年の通勤交通モードの変化

は、「徒歩だけ」の割合は、伝建地区は20.9％から14.6％、隣接地区は13.2％から12.5％に減少した。伝建地

区は、「自家用車」での通勤は、2005年が61.4％、2015年が62.2％でさほど変化がないが、「自転車」での

通勤が16.1％から19.8％に増えており、伝建地区から近いエリアに通勤する傾向の強まりが伺える。隣接地

区では「自家用車」での通勤が66.6％から71.7％に増え、より遠方への通勤割合が増えていると考えられる。 

豊岡市では、業種別の従業者数は、2001 年から 2014年では、医療・福祉業の増加率が最も高く、1,584人

から5,407人へと約3.41倍となっている16)。同時に、2001 年から 2014年では、製造業、宿泊・飲食サービス

業、卸売･小売業は、8,370人から6,757人へと約0.81倍、6,250人から5,988人へと約0.96倍、10,839人から8,295

人へと約0.77倍となっており、衰退傾向にある16)。高齢化に伴う医療・福祉業への産業構造の変化が顕著で

あるが、医療・福祉施設は伝建地域外に多く立地しており、外側への通勤のその影響もあると考えられる。

これは、平日の就業時間帯での地域コミュニティの防災力を低下させると懸念される。なお、従業者数は、

人口減少・高齢化の影響が強い伝建地区は、2005年の524人（就業率：53.2%）から2015年の500人（55.1%）

と減少し、隣接地区は2005年の1,227人（50.1%）から2015年の1,345人（56.1%）と増加している。そのため、

伝建地区での雇用創出力の向上とともに、伝建地区と隣接地区、伝建地域とその地域外の経済的・社会的な

繋がりの強化の必要性が示唆される。同時に、就業地での防災ネットワーク構築の重要性を啓発し、日頃か

ら広域的な人的ネットワークの形成を促進すべきと考えられる。 

 

(2) 将来人口予測からみたさらに高まる社会的脆弱性と課題の把握 

現況でも伺える社会的脆弱性は、将来さらに高まることを示すために、伝建地区と隣接地区を対象地域と

し、2015～2045年までの将来人口推計を行った（なお、宵田は、上節の現況動向分析ではデータ制約のため

に行政区別データを用いていたが、ここでは大字別データを用いており、より伝建地区に近い）。表１に人

口推計手法とシナリオ、図７に推計結果（人口・高齢化率〔65歳以上〕）を示す。 

 

表 1 人口推計手法とシナリオ 

人人口口推推計計手手法法 コーホート要因法 

伝伝建建地地区区 材木・魚屋・内町・八木・本町・宵田（大字）・田結庄 

現現状状維維持持シシナナリリオオ 「豊岡市人口ビジョン」の基準推計で採用された仮定値 

政政策策実実施施シシナナリリオオ 「豊岡市人口ビジョン」のパターン④（基準推計＋政策目標1・2の達成）で採用された仮定値 

・政策目標1: 2035年までに合計特殊出生率を2.3人に引き上げる（出生率引き上げ） 

・政策目標2: 2025年までに回復率を50%に引き上げる（若年層〔20歳代〕の転入促進） 

利利用用デデーータタ 平成27年国勢調査、平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査、 

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所〔平成30年推計〕）、平成20〜平成
24年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

伝伝建建地地域域 伝建地区・隣接地区（東條・寺町・小人・柳・川原） 

現現状状維維持持シシナナリリオオ 『豊岡市人口ビジョン』の基準推計で採用された仮定値、仮定値を豊岡市と出石伝建地域（伝健
地区＋隣接地区）の実績値で按分した値 

利利用用デデーータタ 平成12〜平成27年国勢調査、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所〔平成
30年推計〕）、平成20〜平成24年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

 

a) 伝建地区で顕著に進むことが予測される人口減少 

伝建地区の人口は、現状維持・政策実施シナリオともに2045年には50%程度まで減少し、両シナリオの

間での減少率には2045年には約4%（前者：51.3%、後者：55.5%）の差が見込まれる（図７参照）。なお、

上述した500m圏での約60％と一定程度整合性が取れている（図１参照）。両シナリオともに伝建地区は隣

接地区より人口減少の進行が早い。現状維持シナリオでは、人口密度は、2015年から2045年にかけて、伝

建地区（面積：23.1ha）では29.8人/haから15.3人/ha、伝建地域では24.5人/haから17.4人/haに減少する。 
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b)伝建地区で高止まりする高齢化 

伝建地区の高齢化率は、現状維持シナリオでは、2035年に

50.9％、2045年に49.0％となると予測される（図７参照）。な

お、上述した500m圏での約50％と一定程度整合性が取れてい

る（図２参照）。両シナリオともに、伝建地区の高齢化率は、

隣接地区より高く推移するが、政策実施シナリオでは、2035

年以降は高齢化率を抑えることが可能と予測される。 

伝建地区での人口減少・高齢化は避けられず、社会的脆

弱性は今後ますます増大し、伝建地区でのコミュニティの

防災力は低下していくと考えられる。そのため、伝建地区

と隣接地区を一体的に捉え、多世代間による連携を確保し、

防災力の急激な低下の抑止が必要と考えられる。一体性の

確保では、伝建地区はコアであり、その持続的な魅力の創

出と隣接地区への波及効果の促進が重要と考えられる。 

 

４．アンケート調査による住民意識・行動からみた社会的脆弱性と課題 

 

住民アンケート調査（2020年12月～2021年1月実施）及び出石振興局へのインタビュー調査（2020年11月

17日、12月24日実施）の結果から社会的脆弱性と今後の課題を把握した。アンケートの配布対象は、材木、

魚屋、内町、八木、本町、宵田、田結庄、東條、寺町、柳、川原、小人〔北部のみ〕であり、伝建地区内の

建物に生活（寝食）の拠点がある場合は伝建地区内、それ以外は伝建地区外（ほぼ隣接地区と一致）とした

（伝建地区内：配布数276、回収数79、回収率28.6%、伝建地区外：それぞれ1,029、229、22.3％）。なお、

アンケート配布対象エリアについて、伝建地区の重心から最遠方の川原行政区境界端まで１㎞強である。 

行政や区などで開催される防災・避難訓練への参加頻度

は、伝建地区と隣接地区であまり差がなく、かなり積極的

に参加していると同時に、まだ参加を促す余地がある（図

８参照）。伝建地区が位置する小学校区である弘道地区の

外側で開催される防災に関わる活動への参加頻度も、両者

に差がないが、参加したことがない割合が高いため、弘道

地区外への参加促進の必要がある（図８参照）。 

概して、若い世代の地域イベントへの参加が多く、また

地域防災・避難訓練への参加意欲も高いなど、伝建地区と

隣接地区との連携に向けた潜在的可能性は高い（図９参

照）。また、ヒアリングでは、核家族化で伝建地区から隣

接地区に転出するケースが指摘され、両地区間で血縁・婚

姻関係による人的ネットワークが一定程度存在しているこ

とも、その連携の構築に資すると考えられる。 

しかし、行政や区などで開催される防災・避難訓練に参

加しなかった理由では、両地区間に違いがあった。伝建地

区では、「具体的な日時・場所や参加方法がわからなかっ

た」との回答が目立ち（図10参照）、防災・避難訓練の周

知努力の必要性を示唆している。隣接地区では、「時間が

なかった」との回答が目立ち（図10参照）、自由記述欄に

は、仕事の忙しさなどがあり、伝建地域外への通勤の影響

が出ていると考えられる。そのため、防災・避難訓練のみ

ならず、週末も含め実施される地域イベントなどで防災の

必要性を啓発するなど、日頃から伝建地区と隣接地区の連

携による防災コミュニティの体制作りが必要と考えられる。 

図７ 出石伝建地域での人口・高齢化率の 

予測される推移 

図 10 防災・避難訓練に参加しなかった理由 

図８ 防災・避難訓練への参加頻度 
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図９ 防災・避難訓練への参加意欲 
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５．今後取り組むべき対策の方向性 

 

今後、伝建地区と隣接地区の一体性確保、伝建地域とその外側との連携促進によってコミュニティ防災力

の向上を進める必要がある（図11参照）。豊岡市では、行政区単独では解決できない課題の顕在化のため、

2017年から「地区コミュニティセンター」を設置し、コミュニティ協議会による広域的なコミュニティづく

りを進めている17)。この協議会は、「地域振興」、「地域福祉」、「地域防災」、「人づくり」の４分野を

重点機能としている17)。これは一種のリスケーリングであり18)、2020年4月時点で16行政区から成る弘道地

区を対象とする弘道コミュニティ協議会が、今後、伝建地域での防災コミュニティの形成に重要な役割を果

たすと考えられる。また、この移行で弘道地区は空間的に弘道小学校区に一致したため、防災と教育の統合

に寄与し「地域防災」と「人づくり」の相乗効果を生み出す可能性がある。弘道コミュニティ協議会は、出

石振興局と同じ建物にあり弘道小とも近く、物理的距離からは行政（教育委員会を含む）との連携、「地域

福祉」にも寄与する多世代間交流が容易になったと考えられる。しかし、自主防災組織は行政区毎に形成さ

れるため、弘道コミュニティ協議会・自主防災組織・豊岡市出石消防団の連携体制の強化は不可欠である。 

弘道地区は、出石地域の他の５地区に比べて人口規模が大きく、その小学校区の持続性は高い。住民基本

台帳人口（2020年4月1日時点）によると、地区別に弘道3,784人、菅谷603人、福住1,447人、寺坂549人、小

坂1,868人、小野1,162人である。なお、菅谷地区は、福住小学校区に属する。豊岡市は市立小中学校の再編

を検討しており、弘道小の児童数は2020年の227人から2040年の93人への減少が予測されるが、統廃合の対

象になっていない19)。なお、弘道・福住・寺坂・小坂・小野の５小学校区のうち、2040年には寺坂・小坂・

小野小で複式学級が生じる見込みで、寺坂・福住小（最優先）、小野・ 小坂小（やや急ぐ）の統合が見込

まれ、出石地域は３小学校区となる可能性がある。また、たとえ施設一体型小中一貫校が導入されても、弘

道地区内に弘道中があるため地区内に学校拠点が設置されるだろう。そのため、当面、弘道コミュニティ協

議会を中心とした防災コミュニティの形成を目指すことは妥当と考えられる。しかし、コミュニティ協議会

は、人・物・資金の問題を抱えており20)、行政・民間・隣接コ 

ミュニティ協議会・その他組織との協働可能性・相互補完性

の強化が必要と考えられる。従業地でのネットワークの広域

化も肝要だろう。豊岡市の方針として、小学校再編は原則同

一中学校区内で、最低限確保したい規模は各学年 20 人程度以

上（計120人）としており、2040年に児童数93人と予測される

弘道小の持続性確保のために、転入増加（及び雇用創出・交

流促進）に資する「地域振興」は不可欠と考えられる。 

 

６．結論と今後の研究課題 

 

本論文では、出石伝建地区を城下町タイプの重伝建地区の一つのパターンと捉え、コミュニティ防災の新

たなモデルを検討した。今後、全国の重伝建地区を対象に詳細な類型化を行い、その特徴を把握する必要が

ある。その特徴に応じて、国・地方自治体（都道府県・市区町村）の政策メニューの多様化や効率化を図る

必要があるだろう。重伝建地区の場合、人口減少・高齢化の影響が強く、さらに雇用創出力が落ちると就業

地は外側へと向かう傾向があり、地区の求心性が弱まる傾向がある。そのなか、重伝建地域の求心性の強化

と連携の広域化を同時に進める必要がある。指定管理者制度による民間企業・NPOの参入促進、コミュニテ

ィ・ビジネス拠点整備、多世代間交流の機能強化（空き家の利活用など）といった転入増加・雇用創出・交

流促進のための施策の総合的展開が求められる。また、文部科学省の手引きに通学１時間範囲が追記され、

小学校区の条件緩和や小中学校の統廃合の流れがあるなか、通学圏が500m圏から１㎞圏へ広がる状況が出

てくるだろう（なお、出石地域が３小学校区になった場合、学校間距離の平均の半分は１㎞強）。しかし、

出石地域が示すように、重伝建地区（特に武家町タイプ）と隣接地区は、旧市町村の中心であった場合が多

く、合併後に最大拠点が違う場所に移っても、行政支所や小中学校などによって拠点性を一定程度維持して

おり、隣接地区との一体性の強化によるコミュニティ防災のアプローチは汎用性があると考えられる。拠点

性の確保について、500m圏人口規模が1,000人程度を切ると人口減少・高齢化が加速する恐れがあると推測

されるなか（図２、図３参照）、今後、山地・河川などの影響も考慮しつつ精度を上げ、500ｍ圏及び１km

図 11 伝建地域を核とした連携による 

防災コミュニティ形成 
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b)伝建地区で高止まりする高齢化 

伝建地区の高齢化率は、現状維持シナリオでは、2035年に

50.9％、2045年に49.0％となると予測される（図７参照）。な

お、上述した500m圏での約50％と一定程度整合性が取れてい

る（図２参照）。両シナリオともに、伝建地区の高齢化率は、

隣接地区より高く推移するが、政策実施シナリオでは、2035

年以降は高齢化率を抑えることが可能と予測される。 

伝建地区での人口減少・高齢化は避けられず、社会的脆

弱性は今後ますます増大し、伝建地区でのコミュニティの

防災力は低下していくと考えられる。そのため、伝建地区

と隣接地区を一体的に捉え、多世代間による連携を確保し、

防災力の急激な低下の抑止が必要と考えられる。一体性の

確保では、伝建地区はコアであり、その持続的な魅力の創

出と隣接地区への波及効果の促進が重要と考えられる。 

 

４．アンケート調査による住民意識・行動からみた社会的脆弱性と課題 

 

住民アンケート調査（2020年12月～2021年1月実施）及び出石振興局へのインタビュー調査（2020年11月

17日、12月24日実施）の結果から社会的脆弱性と今後の課題を把握した。アンケートの配布対象は、材木、

魚屋、内町、八木、本町、宵田、田結庄、東條、寺町、柳、川原、小人〔北部のみ〕であり、伝建地区内の

建物に生活（寝食）の拠点がある場合は伝建地区内、それ以外は伝建地区外（ほぼ隣接地区と一致）とした

（伝建地区内：配布数276、回収数79、回収率28.6%、伝建地区外：それぞれ1,029、229、22.3％）。なお、

アンケート配布対象エリアについて、伝建地区の重心から最遠方の川原行政区境界端まで１㎞強である。 

行政や区などで開催される防災・避難訓練への参加頻度

は、伝建地区と隣接地区であまり差がなく、かなり積極的

に参加していると同時に、まだ参加を促す余地がある（図

８参照）。伝建地区が位置する小学校区である弘道地区の

外側で開催される防災に関わる活動への参加頻度も、両者

に差がないが、参加したことがない割合が高いため、弘道

地区外への参加促進の必要がある（図８参照）。 

概して、若い世代の地域イベントへの参加が多く、また

地域防災・避難訓練への参加意欲も高いなど、伝建地区と

隣接地区との連携に向けた潜在的可能性は高い（図９参

照）。また、ヒアリングでは、核家族化で伝建地区から隣

接地区に転出するケースが指摘され、両地区間で血縁・婚

姻関係による人的ネットワークが一定程度存在しているこ

とも、その連携の構築に資すると考えられる。 

しかし、行政や区などで開催される防災・避難訓練に参

加しなかった理由では、両地区間に違いがあった。伝建地

区では、「具体的な日時・場所や参加方法がわからなかっ

た」との回答が目立ち（図10参照）、防災・避難訓練の周

知努力の必要性を示唆している。隣接地区では、「時間が

なかった」との回答が目立ち（図10参照）、自由記述欄に

は、仕事の忙しさなどがあり、伝建地域外への通勤の影響

が出ていると考えられる。そのため、防災・避難訓練のみ

ならず、週末も含め実施される地域イベントなどで防災の

必要性を啓発するなど、日頃から伝建地区と隣接地区の連

携による防災コミュニティの体制作りが必要と考えられる。 

図７ 出石伝建地域での人口・高齢化率の 

予測される推移 

図 10 防災・避難訓練に参加しなかった理由 
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５．今後取り組むべき対策の方向性 

 

今後、伝建地区と隣接地区の一体性確保、伝建地域とその外側との連携促進によってコミュニティ防災力

の向上を進める必要がある（図11参照）。豊岡市では、行政区単独では解決できない課題の顕在化のため、

2017年から「地区コミュニティセンター」を設置し、コミュニティ協議会による広域的なコミュニティづく

りを進めている17)。この協議会は、「地域振興」、「地域福祉」、「地域防災」、「人づくり」の４分野を

重点機能としている17)。これは一種のリスケーリングであり18)、2020年4月時点で16行政区から成る弘道地

区を対象とする弘道コミュニティ協議会が、今後、伝建地域での防災コミュニティの形成に重要な役割を果

たすと考えられる。また、この移行で弘道地区は空間的に弘道小学校区に一致したため、防災と教育の統合

に寄与し「地域防災」と「人づくり」の相乗効果を生み出す可能性がある。弘道コミュニティ協議会は、出

石振興局と同じ建物にあり弘道小とも近く、物理的距離からは行政（教育委員会を含む）との連携、「地域

福祉」にも寄与する多世代間交流が容易になったと考えられる。しかし、自主防災組織は行政区毎に形成さ

れるため、弘道コミュニティ協議会・自主防災組織・豊岡市出石消防団の連携体制の強化は不可欠である。 

弘道地区は、出石地域の他の５地区に比べて人口規模が大きく、その小学校区の持続性は高い。住民基本

台帳人口（2020年4月1日時点）によると、地区別に弘道3,784人、菅谷603人、福住1,447人、寺坂549人、小

坂1,868人、小野1,162人である。なお、菅谷地区は、福住小学校区に属する。豊岡市は市立小中学校の再編

を検討しており、弘道小の児童数は2020年の227人から2040年の93人への減少が予測されるが、統廃合の対

象になっていない19)。なお、弘道・福住・寺坂・小坂・小野の５小学校区のうち、2040年には寺坂・小坂・

小野小で複式学級が生じる見込みで、寺坂・福住小（最優先）、小野・ 小坂小（やや急ぐ）の統合が見込

まれ、出石地域は３小学校区となる可能性がある。また、たとえ施設一体型小中一貫校が導入されても、弘

道地区内に弘道中があるため地区内に学校拠点が設置されるだろう。そのため、当面、弘道コミュニティ協

議会を中心とした防災コミュニティの形成を目指すことは妥当と考えられる。しかし、コミュニティ協議会

は、人・物・資金の問題を抱えており20)、行政・民間・隣接コ 

ミュニティ協議会・その他組織との協働可能性・相互補完性

の強化が必要と考えられる。従業地でのネットワークの広域

化も肝要だろう。豊岡市の方針として、小学校再編は原則同

一中学校区内で、最低限確保したい規模は各学年 20 人程度以

上（計120人）としており、2040年に児童数93人と予測される

弘道小の持続性確保のために、転入増加（及び雇用創出・交

流促進）に資する「地域振興」は不可欠と考えられる。 

 

６．結論と今後の研究課題 

 

本論文では、出石伝建地区を城下町タイプの重伝建地区の一つのパターンと捉え、コミュニティ防災の新

たなモデルを検討した。今後、全国の重伝建地区を対象に詳細な類型化を行い、その特徴を把握する必要が

ある。その特徴に応じて、国・地方自治体（都道府県・市区町村）の政策メニューの多様化や効率化を図る

必要があるだろう。重伝建地区の場合、人口減少・高齢化の影響が強く、さらに雇用創出力が落ちると就業

地は外側へと向かう傾向があり、地区の求心性が弱まる傾向がある。そのなか、重伝建地域の求心性の強化

と連携の広域化を同時に進める必要がある。指定管理者制度による民間企業・NPOの参入促進、コミュニテ

ィ・ビジネス拠点整備、多世代間交流の機能強化（空き家の利活用など）といった転入増加・雇用創出・交

流促進のための施策の総合的展開が求められる。また、文部科学省の手引きに通学１時間範囲が追記され、

小学校区の条件緩和や小中学校の統廃合の流れがあるなか、通学圏が500m圏から１㎞圏へ広がる状況が出

てくるだろう（なお、出石地域が３小学校区になった場合、学校間距離の平均の半分は１㎞強）。しかし、

出石地域が示すように、重伝建地区（特に武家町タイプ）と隣接地区は、旧市町村の中心であった場合が多

く、合併後に最大拠点が違う場所に移っても、行政支所や小中学校などによって拠点性を一定程度維持して

おり、隣接地区との一体性の強化によるコミュニティ防災のアプローチは汎用性があると考えられる。拠点

性の確保について、500m圏人口規模が1,000人程度を切ると人口減少・高齢化が加速する恐れがあると推測

されるなか（図２、図３参照）、今後、山地・河川などの影響も考慮しつつ精度を上げ、500ｍ圏及び１km

図 11 伝建地域を核とした連携による 

防災コミュニティ形成 
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圏の人口・就業者数の規模・密度やその相互関係を検討することは、モニタリングによる政策立案・実施に

寄与すると考えられる。また、全国的に設立が活発化しているコミュニティ協議会を核とした「地域協働

体」7)によるコミュニティ形成は、重伝建地域の求心性の強化と連携の広域化に資すると考えられる。同時

に、人口減少・高齢化のなか、単独のコミュニティ協議会での対応のみでなく、行政（教育委員会を含む）、

社会福祉協議会などの中間支援組織、民間企業、NPO、隣接コミュニティ協議会との連携が重要となる。そ

のなか、波及効果が広範囲に及ぶ重伝建地区がある地域では、その優位性を活かしつつ組織的な統合性を担

保した防災コミュニティ形成は、新しい可能性がある。この可能性を引き出すべく、重伝建地区のみでなく

隣接地区を含む地域を対象とし、国・地方自治体の政策支援の制度を再構築する必要があるだろう。 

 

謝謝辞辞：：本研究は、立命館大学歴史都市防災研究所が豊岡市から委託された「豊岡市出石伝統的建造物群保存

地区防災計画策定調査分析業務」の一環で実施されたものであり、関係者の皆様に心から感謝申し上げます。 
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